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(57)【要約】
　消化管の熱治療を（例えば、十二指腸の粘膜組織を切
除するために）実行するための電気手術装置及び方法で
ある。前記装置は、可撓ケーブルを有する器具と、胃内
視鏡と共に使用するのに適したアプリケータと、を含み
、それは標的化またはそれ以外の制御可能な方法でエネ
ルギーを送達するために患者内に配置されることができ
る。前記アプリケータは放射によってマイクロ波エネル
ギーを送達できる。直接かつ深さ制限した前記マイクロ
波エネルギーの性質は、熱伝導に依存する治療よりそれ
を効果的にする。前記アプリケータは、前記治療領域の
十二指腸の粘膜組織と接触した箇所内にマイクロ波エネ
ルギー送達構造を移動させるために配置した径方向に拡
張可能な部分を含み得る。前記アプリケータは、バルー
ン、双極式ラジエータ、移動可能なパドル及び回転可能
なローラー要素のいずれかを含み得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　十二指腸の粘膜組織を切除するように構成される電気手術器具であって、前記器具が、
　患者に対して外部に位置するジェネレーターから前記患者の十二指腸内に位置する治療
部位にマイクロ波エネルギーを伝送するための可撓性同軸ケーブルと、
　前記可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータであって、前記アプリケータ
が、前記同軸ケーブルから前記マイクロ波エネルギーを受け取って、前記治療部位の生体
組織内に受け取った前記マイクロ波エネルギーを送達するために接続されるエネルギー送
達構造を有する、前記アプリケータと、を備え、
　前記アプリケータが、前記治療領域の十二指腸の粘膜組織と接触した箇所内に前記エネ
ルギー送達構造を移動させるために配置した径方向に拡張可能な部分を含む、前記電気手
術器具。
【請求項２】
　前記アプリケータがバルーンを備える、請求項１に記載の電気手術器具。
【請求項３】
　前記可撓性同軸ケーブルが、膨張媒質を前記バルーンによって囲まれる容積内に送達す
るように配置される膨張チャネルを含む、請求項２に記載の電気手術器具。
【請求項４】
　前記エネルギー送達構造が、前記バルーンによって囲まれる前記容積内に突出して、前
記マイクロ波エネルギーを前記治療部位の生体組織内に放出するための単極アンテナを形
成する、前記可撓性同軸ケーブルの内部導体の一部を備える、請求項３に記載の電気手術
器具。
【請求項５】
　外部導電構造が前記バルーンの外側表面上に形成され、前記外部導電構造が前記可撓性
同軸ケーブルの外部導体に電気的に接続する、請求項２または３に記載の電気手術器具。
【請求項６】
　前記エネルギー送達構造が、前記外部導電構造と、前記バルーンによって囲まれる前記
容積内に位置する内部導電要素と、によって形成される、双極放出構造を備え、前記内部
導電要素が前記同軸ケーブルの内部導体に電気的に接続している、請求項５に記載の電気
手術器具。
【請求項７】
　前記外部導電構造がその内部に形成した複数の放射用溝を有する、請求項６に記載の電
気手術器具。
【請求項８】
　前記内部導電要素が前記バルーンの遠位端で前記外部導電構造に電気的に接続する、請
求項６または７に記載の電気手術器具。
【請求項９】
　前記内部導電要素が前記バルーンの内側表面上に形成した導電層である、請求項６また
は７に記載の電気手術器具。
【請求項１０】
　前記内部導電要素が、前記バルーンによって囲まれる前記容積内に位置する補助的な膨
張可能バルーンの外側表面上に形成される導電層である、請求項６または７に記載の電気
手術器具。
【請求項１１】
　前記アプリケータが、パドルと、径方向に前記パドルを動かすように構成される移動機
構と、を含み、前記エネルギー送達構造が前記パドル上に載置される双極アンテナを含む
、請求項１に記載の電気手術器具。
【請求項１２】
　前記アプリケータが、互いに角度の付いた状態でオフセットして半径方向に移動するよ
うに配置される複数のパドルを含む、請求項１１に記載の電気手術器具。
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【請求項１３】
　前記エネルギー送達構造が、
　その第１表面上に形成される導電層であって、前記同軸ケーブルの内部導体に電気的に
接続する前記導電層と、
　その第２表面上に形成される複数の導電要素と、を有する可撓性誘電体基板を備え、
　前記複数の導電要素が電気的に接地され、前記エネルギー送達構造によって受け取られ
る前記マイクロ波エネルギーの放射素子として作用するために特定の寸法にされる、請求
項１に記載の電気手術器具。
【請求項１４】
　前記可撓性誘電体基板がシート形状であり、前記複数の導電要素が前記シート上の２次
元の配列に配置される、請求項１３に記載の電気手術器具。
【請求項１５】
　前記可撓性誘電体基板が細片形状であり、前記複数の導電要素が前記細片に沿って並ん
で配置される、請求項１３に記載の電気手術器具。
【請求項１６】
　十二指腸の粘膜組織を切除するための電気手術装置であって、前記装置が、
　患者の十二指腸内に位置する治療部位に前記患者へ挿入するための器具コードを有する
外科用スコープ装置と、
　マイクロ波エネルギーを供給するためのジェネレーターと、
　先行請求項のいずれか一項に記載の電気手術器具と、を含み、
　前記可撓性同軸ケーブルがその近位端で前記ジェネレーターに接続され、
　前記可撓性同軸ケーブル及び前記アプリケータが前記治療部位に前記器具コードと共に
挿入可能である、前記電気手術装置。
【請求項１７】
　前記器具コードがそれを通して伸びる長手方向の器具チャネルを有し、前記可撓性同軸
ケーブル及び前記アプリケータが前記器具チャネルに摺動可能に載置されるために特定の
寸法にされる、請求項１６に記載の電気手術装置。
【請求項１８】
　患者の胃腸管の生体組織の表面を直すためのエネルギーを送達するための電気手術器具
であって、前記器具が、
　前記患者に対して外部に位置するジェネレーターから前記患者の胃腸管内に位置する治
療部位にマイクロ波エネルギーを伝送するための可撓性同軸ケーブルと、
　前記可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータであって、前記アプリケータ
が、前記同軸ケーブルから前記マイクロ波エネルギーを受け取って、前記治療部位の生体
組織内に受け取った前記マイクロ波エネルギーを送達するために接続されるエネルギー送
達構造を有する、前記アプリケータと、を備え、
　前記アプリケータが前記治療部位で前記生体組織に沿って回転可能な放射構造を備える
、前記器具。
【請求項１９】
　前記アプリケータが前記同軸ケーブルを取り囲むプローブハウジングを備え、前記放射
構造が前記プローブハウジングの遠位端に回転可能に載置される、請求項１８に記載の電
気手術器具。
【請求項２０】
　前記放射構造が横方向に配向された回転軸を有する円筒形状である、請求項１８または
１９に記載の電気手術器具。
【請求項２１】
　前記放射構造が、
　前記同軸ケーブルの内部導体に電気的に接続する内部導電性リングと、
　前記放射構造の円周周辺で前記内部導電性リングを覆うために載置される環状誘電素子
と、
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　前記環状素子の外側表面上に形成された複数の接地した導電性パッチと、を備える、請
求項２０に記載の電気手術器具。
【請求項２２】
　患者の胃腸管の生体組織の表面を直すためのエネルギーを送達するための電気手術器具
であって、前記器具が、
　前記患者に対して外部に位置するジェネレーターから前記患者の胃腸管内に位置する治
療部位にマイクロ波エネルギーを伝送するための可撓性同軸ケーブルと、
　前記可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータであって、前記アプリケータ
が前記同軸ケーブルから前記マイクロ波エネルギーを受け取るために接続されるエネルギ
ー送達構造を有する、前記アプリケータと、
　前記患者に対して外部に位置するガス供給から前記アプリケータにガスを輸送するよう
に配置されるガス供給部と、を備え、
　前記アプリケータが、前記治療部位の生体組織に送達するためのプラズマと衝突するま
たは維持するために、前記アプリケータで受け取る前記ガス内に受けた前記マイクロ波エ
ネルギーを送達するように配置される、前記電気手術器具。
【請求項２３】
　前記アプリケータが前記同軸ケーブルを取り囲み、前記ガス供給部に接続したガス流路
を画定するプローブハウジングを備え、前記プローブハウジングがその遠位端に１つ以上
のガス出口孔を有する、請求項２２に記載の電気手術器具。
【請求項２４】
　前記プローブハウジングが前記同軸ケーブルの外部導体に電気的に接続され、前記エネ
ルギー送達構造が、前記同軸ケーブルの遠位端から離れた前記プローブハウジング内に延
在し、前記同軸ケーブルの内部導体に電気的に接続する導電要素を備え、前記導電要素が
前記プローブハウジングの遠位端に電気的に接続する、請求項２３に記載の電気手術器具
。
【請求項２５】
　患者の胃腸管の表面にエネルギーを送達するための手術用器具であって、前記器具が、
　前記患者に対して外部に位置するエネルギー源から治療部位に前記エネルギーを輸送す
るための可撓性エネルギー供給ケーブルと、
　前記可撓性エネルギー供給ケーブルの遠位端に位置するアプリケータと、を含み、
　前記可撓性エネルギー供給ケーブルがグラフェンケーブルの束を含み、
　前記アプリケータが前記治療部位の生体組織内に熱エネルギーを送達するための前記グ
ラフェンケーブル終端の配列を備える、前記手術用器具。
【請求項２６】
　患者の胃腸管の表面にエネルギーを送達するための手術用器具であって、前記器具が、
　前記患者に対して外部に位置するエネルギー源から治療部位に前記エネルギーを輸送す
るための可撓性エネルギー供給ケーブルと、
　前記可撓性エネルギー供給ケーブルの遠位端に位置するアプリケータと、を含み、
　前記アプリケータが、前記治療部位に温度勾配を導入するように配置され、それによっ
て前記治療部位の生体組織内に熱エネルギーを送達する熱電装置を備える、前記手術用器
具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マイクロ波エネルギーによって生体組織を治療するための電気手術装置及び
方法に関する。特に本発明は、胃腸管、特に十二指腸の生体組織にマイクロ波エネルギー
を送達することに関する。一例で、本発明は、十二指腸壁を切除する、またはその表面を
直すために、制御可能にマイクロ波エネルギーを送達するのに適している電気手術器具を
提供する。
【背景技術】
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【０００２】
　２型（Ｔ２）糖尿病の治療可能性に対する多くの関心がある。これは、肥満及びより座
りがちな生活スタイルが故に、ほとんどの先進諸国で急増する課題である。それは著しい
医療保険費の一因にもなっている。ＮＨＳ予算のほぼ２０％は糖尿病及びその併存症に費
やされる。
【０００３】
　現時点で、糖尿病は一般的に確認されて管理されるだけである。主要な消化管の再建手
術以外、治療法がない。
【０００４】
　しかし、この分野のより最近の研究は、熱エネルギーを十二指腸壁に加えることによっ
て、十二指腸の表面を直すことについて検討している。熱エネルギーは、消化管の適切な
位置に挿入したバルーンに温水を送達することによって加えられる。熱エネルギーは十二
指腸の粘膜を切除するために作用する。このように粘膜の再生を引き起こすことは、代謝
の状態を回復させることができる、特にインスリン抵抗性を消失させる、糖への身体反応
の方法を変えることができることを初期の成績は示す。［１］この技術は２型糖尿病の治
療になる可能性を表す。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　最も概括的には、本発明は、胃腸（ＧＩ）管の効果的かつ有効な熱治療のための電気手
術装置及び方法を示す。特に本発明は、胃内視鏡などと共に使用するのに適したアプリケ
ータを有する電気手術装置を提供し、それは標的化またはそれ以外の制御可能な方法でエ
ネルギーを送達するために患者内に配置されることができる。
【０００６】
　いくつかの例では、アプリケータは、例えば放射線によってマイクロ波エネルギーを送
達するように配置されており、それは生体組織によって直接受け取られる。マイクロ波エ
ネルギーを使用する利点は、それが組織内に浸透する深さが浅いということであり、それ
はＧＩ管の表面だけが影響を受けるのを確実にすることができる。直接かつ深さ制限した
マイクロ波エネルギーの性質は、熱伝導に依存する治療よりそれを効果的にする。
【０００７】
　一態様によれば、本発明は、十二指腸の粘膜組織を切除するように構成される電気手術
器具を提供し得、前記器具は、患者に対して外部に位置するジェネレーターから患者の十
二指腸内に位置する治療部位にマイクロ波エネルギーを伝送するための可撓性同軸ケーブ
ルと、可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータと、を含み、アプリケータは
、同軸ケーブルからマイクロ波エネルギーを受け取って、治療部位の生体組織内に受け取
ったマイクロ波エネルギーを送達するために接続されるエネルギー送達構造を有し、アプ
リケータは、治療領域の十二指腸の粘膜組織と接触した箇所内にエネルギー送達構造を移
動させるために配置した、径方向に拡張可能な部分を含む。十二指腸の粘膜組織をマイク
ロ波エネルギーで（例えばこのような器具を使用して）治療する方法は、本発明の独立し
た態様であり得る。マイクロ波エネルギーの適用は、表面下で組織を治療する（例えば、
１つ以上の粘膜下層の組織変質または変性させることを実行する）ためにも使用してよい
。
【０００８】
　アプリケータは、バルーン、例えば弾性的に変形可能な（例えば伸縮性がある）誘電体
材料から形成したバルーンを含んでよい。バルーンは、例えばガスまたは液体であり得る
膨張媒質をそれに充填することによって膨張可能であり得る。膨張チャネルは、膨張媒質
を送達するために同軸ケーブル内にまたはそれに沿って延在してよい。膨張媒質の特性（
例えば比誘電率など）は、マイクロ波エネルギーの送達を促進するように選択され得る。
【０００９】
　バルーンはエネルギー送達構造であり得る、またはそれを保有し得る。例えばエネルギ
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ー送達構造は、バルーンによって囲まれている容積内に突出して、マイクロ波エネルギー
を治療部位の生体組織内に放出するための単極アンテナを形成する、可撓性同軸ケーブル
の内部導体の一部を備え得る。単極アンテナにより発される場は、バルーン表面上に導電
性材料を提供することによって成形され得る。
【００１０】
　あるいはバルーンは、双極式マイクロ波エネルギー送達構造の一部を形成し得る、また
はそれを保有し得る。例えば、外部導電構造はバルーンの外側表面上に形成され得る。外
部導電構造を、例えば可撓性同軸ケーブルの外部導体に電気的に接続することによって接
地し得る。
【００１１】
　エネルギー送達構造は、外部導電構造と、バルーンによって囲まれている容積内に位置
する内部導電要素と、によって形成される、双極マイクロ波放出構造を備え得、内部導電
要素は同軸ケーブルの内部導体に電気的に接続している。内部導電要素は同軸ケーブルの
内部導体の延長でもよい、または膨張した構成のとき、それはバルーンの形状に適合する
ように配置した導電ループでもよい。あるいは、内部導電要素は、バルーンの内側表面上
に形成される導電層でもよく、それによってバルーンスキンは双極放射構造の誘電材料で
ある。別の例では、内部導電要素は、バルーンによって囲まれる容積内に位置する補助的
な膨張可能バルーンの外側表面上に形成される導電層でもよい。誘電材料（例えば低密度
ＰＦＴＥまたは他の低損失材料）は、補助バルーンの外側表面と（主）バルーンの内側表
面の間の容積に封入されてもよい。
【００１２】
　双極マイクロ波放出構造は、例えば外部導電構造に複数の放射用溝を提供することによ
って溝付きラジエータとして機能し得る。
【００１３】
　導電構造は、バルーンスキン上に形成された金属被覆層（例えば、Ａｇ、Ａｕ、Ｐｔ、
ＣｕまたはＡｇメッキしたＣｕの）でもよい。
【００１４】
　いくつかの例で、バルーン材料は双極マイクロ波放出構造の一部を形成するが、この必
要性は重要ではない。例えばバルーンは、治療される組織にごく接近してまたはそれに接
触してその上に載置される、エネルギー送達構造を移動させるための輸送機構として機能
し得る。一例にて、可撓性誘電材料を用いて作成される放射構造（下でより詳細に述べら
れる）は、バルーンの外側表面上に載置され得る。
【００１５】
　別の例でアプリケータは、パドルと、径方向にパドルを動かすように構成される移動機
構と、を含み得、エネルギー送達構造はパドル上に載置される双極アンテナを含む。パド
ルは、ＧＩ管（特に十二指腸）壁に沿って、例えば接触して位置するように配置される、
平坦なまたは可撓性の細長い構造でもよい。前記構造は鉗子の半分側に似ていてもよく、
双極アンテナが径方向に外向きに広がるように配置される。双極式アンテナは、国際特許
出願第ＷＯ２０１５／０９７４７２号または同第ＷＯ２０１５／０５２５０２号に記載さ
れている、電気手術鉗子で使用するものと類似の構造を備えてもよい。
【００１６】
　互いに角度の付いた状態でオフセットして半径方向に移動するように配置される、複数
のパドルがあり得る。例えば、互いに９０度の方向に移動する４つのパドルがあり得る。
複数のパドルの１つ以上は作動していなくてもよい、すなわち、その上に形成されるまた
はそれと関連づけられるエネルギー送達構造を有しない。あるいは複数のパドルのそれぞ
れは独立して作動可能でもよく、その結果、方向性のある治療が可能である。十二指腸の
組織表面の回旋性は、アプリケータが膨張して、治療表面領域を平坦化するために横方向
の力を加えるのを望ましくし得る。作動していないパドルを、この目的のために使用する
ことができる。これは、領域（例えば胆管の主／副乳頭）内及びその周囲での治療に対し
て特に有用であり得る。
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【００１７】
　移動機構は、同軸ケーブルに沿って延在する制御ロッドまたは引張りワイヤによって制
御し得る。移動機構は、例えばパンタグラフなどの形状の蝶番機構を備え得、それは長手
方向の引張り力をパドル（複数可）の径方向外向きの移動に変える。
【００１８】
　エネルギー送達構造は、その第１表面上に形成される導電層と、同軸ケーブルの内部導
体に電気的に接続する導電層と、その第２表面上に形成される複数の導電要素と、を有す
る可撓性誘電体基板を含み得、複数の導電要素は電気的に接地され、エネルギー送達構造
によって受け取られるマイクロ波エネルギーの放射素子として作用するために特定の寸法
にされる。複数の導電要素は、リーキーフィーダーとしてまたは放射状パッチアンテナと
して構成され得る（例えば、特定の寸法にされ得る）。
【００１９】
　可撓性誘電体基板はシート形状でもよく、複数の導電要素はシート上の２次元の配列に
配置される。シートは円筒形状に巻かれてもよい。
【００２０】
　あるいは、可撓性誘電体基板は１つ以上の細片の形状でもよく、複数の導電要素は各細
片に沿って一列に配置される。アプリケータは、様々な方法でこれらの細片のうちの１つ
以上を展開するように配置され得る。例えば細片は、伸縮自在なループまたは螺旋コイル
の形状をとってもよい。別の例では、複数の長手方向に配置された可撓性細片は、展開力
を適用する際、径方向に外向きに屈曲するように配置され得る。
【００２１】
　別の態様にて、本発明は、十二指腸の粘膜組織を切除するための電気手術装置を提供し
得、前記装置は、患者の十二指腸内に位置する治療部位に患者へ挿入するための器具コー
ドを有する外科用スコープ装置（例えば胃内視鏡）と、マイクロ波エネルギーを供給する
ためのジェネレーターと、上述のような電気手術器具と、を備え、可撓性同軸ケーブルは
その近位端でジェネレーターに接続され、可撓性同軸ケーブル及びアプリケータは、治療
部位に器具コードと共に挿入可能である。器具コードは、それを通して伸びる長手方向の
器具チャネルを有する。好ましい構成では、可撓性同軸ケーブル及びアプリケータは、器
具チャネルに摺動可能に載置されるために特定の寸法にされ得る。しかし他の例で、アプ
リケータは、治療前に器具チャネルを通過して移動することができない。搬送部は、アプ
リケータを保持するための器具コードの遠位端でまたはそれに隣接して提供され得る。同
様に、可撓性同軸ケーブル及びアプリケータによって必要とされる他の任意のフィーダー
は、器具チャネルを通って移動してもよく、または移動しなくてもよい。
【００２２】
　別の態様にて、本発明は、患者の胃腸管の生体組織の表面を直すためのエネルギーを送
達するための電気手術器具を提供し得、前記器具は、患者に対して外部に位置するジェネ
レーターから患者の胃腸管内に位置する治療部位にマイクロ波エネルギーを伝送するため
の可撓性同軸ケーブルと、可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータと、を含
み、アプリケータは、同軸ケーブルからマイクロ波エネルギーを受け取って、治療部位の
生体組織内に受け取ったマイクロ波エネルギーを送達するために接続されるエネルギー送
達構造を有し、アプリケータは治療部位で生体組織に沿って回転可能な放射構造を備える
。
【００２３】
　アプリケータは同軸ケーブルを取り囲むプローブハウジングを備えてもよく、放射構造
はプローブハウジングの遠位端に回転可能に載置される。放射構造は、横方向に配向され
た回転軸を有する円筒またはボール形状でもよい。
【００２４】
　放射構造は、同軸ケーブルの内部導体に電気的に接続する内部導電性リングと、放射構
造の円周周辺で内部導電性リングを覆うために載置される環状誘電素子と、環状素子の外
側表面上に形成された複数の接地した導電性パッチと、を備える。導電性パッチは、放射
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状アンテナとしてまたはリーキーフィーダーとして機能し得る。
【００２５】
　別の態様にて、本発明は、患者の胃腸管の生体組織の表面を直すためのエネルギーを送
達するための電気手術器具を提供し得、前記器具は、患者に対して外部に位置するジェネ
レーターから患者の胃腸管内に位置する治療部位にマイクロ波エネルギーを伝送するため
の可撓性同軸ケーブルと、可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータと、を備
え、アプリケータは、同軸ケーブルからマイクロ波エネルギーを受け取るために接続され
るエネルギー送達構造と、患者に対して外部に位置するガス供給からアプリケータにガス
を輸送するように配置されるガス供給部と、を有し、アプリケータは、治療部位の生体組
織に送達するためのプラズマと衝突するまたは維持するために、アプリケータで受け取る
ガス内に受けたマイクロ波エネルギーを送達するように配置される。
【００２６】
　アプリケータは、同軸ケーブルを取り囲み、ガス供給部に接続したガス流路を画定する
プローブハウジングを備えてもよく、プローブハウジングはその遠位端に１つ以上のガス
出口孔を有する。電界はプローブハウジング内に誘発され、ガス出口孔でプラズマと衝突
し得る。例えばプローブハウジングは同軸ケーブルの外部導体に電気的に接続し得、エネ
ルギー送達構造は、同軸ケーブルの遠位端から離れたプローブハウジング内に延在し、同
軸ケーブルの内部導体に電気的に接続している導電要素を備え得る。導電要素はプローブ
ハウジングの遠位端に電気的に接続して、電界が遠位端の接点から所定の距離で最大値を
示す短絡状態を設定し得る。ガス出口孔は電界最大値に位置して、プラズマが衝突され得
るようにする。
【００２７】
　本発明の他の態様は、異なるエネルギー源を使用してよい。例えば一態様では、本発明
は、患者の胃腸管の表面にエネルギーを送達するための手術用器具を提供し得、前記器具
は、患者に対して外部に位置するエネルギー源から治療部位にエネルギーを輸送するため
の可撓性エネルギー供給ケーブルと、可撓性エネルギー供給ケーブルの遠位端に位置する
アプリケータと、を備え、可撓性エネルギー供給ケーブルはグラフェンケーブルの束を含
み、アプリケータは、治療部位の生体組織内に熱エネルギーを送達するためのグラフェン
ケーブル終端の配列を備える。
【００２８】
　別の態様で、本発明は、患者の胃腸管の表面にエネルギーを送達するための手術用器具
を提供し得、前記器具は、患者に対して外部に位置するエネルギー源から治療部位にエネ
ルギーを輸送するための可撓性エネルギー供給ケーブルと、可撓性エネルギー供給ケーブ
ルの遠位端に位置するアプリケータと、を備え、アプリケータは、治療部位に温度勾配を
導入するように配置され、それによって治療部位の生体組織内に熱エネルギーを送達する
、熱電装置を備える。
【００２９】
　本明細書の開示は、手術用装置（例えば、本明細書で示すアプリケータ）を外科用スコ
ープ装置の器具コードの遠位端に固定する搬送構造についても述べる。搬送構造は、器具
コードの遠位端に固定した、及びそこから離れて突出するまたはその周囲にある、可撓性
または変形可能な支持体（例えば、カップ状または凹所のあるハウジング）を含んでよい
。搬送構造は、例えば環状リングを使用して器具コード上に留められ得る。他の例で、搬
送構造は器具コードに付着し得る、またはそれと一体に形成され得る。
【００３０】
　搬送構造は器具コードの長さに沿って延在し得る。例えばそれは、器具コードの全長と
並んで延在し、その長さに沿って間隔をおいてそれに固定される（例えば留められた）ス
リーブでもよい。あるいは搬送構造は、器具コードを取り囲む（すなわち、搬送のための
管腔を画定する）スリーブでもよい。
【００３１】
　本明細書で、「マイクロ波」は概して、４００ＭＨｚ～１００ＧＨｚの周波数範囲、し
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かし好ましくは１ＧＨｚ～６０ＧＨｚの範囲を示すために使用してよい。考慮される特定
の周波数は、９１５ＭＨｚ、２．４５ＧＨｚ、３．３ＧＨｚ、５．８ＧＨｚ、１０ＧＨｚ
、１４．５ＧＨｚ及び２４ＧＨｚである。周波数１４．５ＧＨｚは、消化管の、特に十二
指腸の壁の生体組織内への浸透の深さに起因して、好ましくなり得る。
【００３２】
　本明細書で「導電性」材料または「導体」の意味は、文脈で明らかに別の意味を示さな
い限り、電気伝導率を指す。
【００３３】
　本発明の実施形態は、添付の図面を参照して以下で説明される。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の一実施形態で使用するための電気手術システムを示す概略図である。
【図２Ａ】それぞれ格納及び展開配置で、図１で示す電気手術システムの遠位端アセンブ
リの概略断面図である。
【図２Ｂ】それぞれ格納及び展開配置で、図１で示す電気手術システムの遠位端アセンブ
リの概略断面図である。
【図３】本発明の実施形態である電気手術器具の使用に適している膨張型バルーンアプリ
ケータの構造を示す。
【図４】本発明の別の実施形態である電気手術器具の使用に適している膨張型バルーンア
プリケータの構造を示す。
【図５】本発明の実施形態である電気手術器具の使用に適している別の膨張型バルーンア
プリケータの構造の概略図を示す。
【図６】本発明の実施形態である電気手術器具の使用に適している別の膨張型バルーンア
プリケータを示す。
【図７】本発明の実施形態である電気手術器具の使用に適している別の膨張型バルーンア
プリケータの構造を示す。
【図８Ａ】本発明の別の実施形態である電気手術器具の遠位端アセンブリの概略側面図を
示す。
【図８Ｂ】本発明の別の実施形態である電気手術器具の遠位端アセンブリの概略側面図を
示す。
【図８Ｃ】図８Ａ及び図８Ｂに示す遠位端アセンブリの使用に適している回転部材の概略
側面図及び正面図を示す。
【図９Ａ】本発明の別の実施形態である径方向に拡張可能なパドル構造を有する、遠位端
アセンブリの概略側面図である。
【図９Ｂ】本発明の別の実施形態である径方向に拡張可能なパドル構造を有する、遠位端
アセンブリの概略側面図である。
【図１０Ａ】複数の径方向に拡張可能なパドルを有する電気手術器具の遠位端アセンブリ
の概略図である。
【図１０Ｂ】複数の径方向に拡張可能なパドルを有する電気手術器具の遠位端アセンブリ
の概略図である。
【図１１】本発明の別の実施形態である回転可能な可撓性基板を含む、電気手術器具の遠
位端アセンブリの概略側面図である。
【図１２Ａ】本発明の別の実施形態である電気手術器具の使用に適する可撓性基板を有す
る遠位端アセンブリの概略側面図を示す。
【図１２Ｂ】本発明の別の実施形態である電気手術器具の使用に適する可撓性基板を有す
る遠位端アセンブリの概略側面図を示す。
【図１２Ｃ】本発明の別の実施形態である電気手術器具の使用に適する可撓性基板を有す
る遠位端アセンブリの概略側面図を示す。
【図１３Ａ】本発明の実施形態である電気手術器具で使用できる、可撓性基板細片及びそ
の上に形成される放射素子を含む、遠位端アプリケータの概略側面図である。
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【図１３Ｂ】本発明の実施形態である電気手術器具で使用できる、可撓性基板細片及びそ
の上に形成される放射素子を含む、遠位端アプリケータの概略側面図である。
【図１３Ｃ】本発明の実施形態である電気手術器具で使用できる、可撓性基板細片及びそ
の上に形成される放射素子を含む、遠位端アプリケータの概略側面図である。
【図１３Ｄ】本発明の実施形態である電気手術器具で使用できる、可撓性基板細片及びそ
の上に形成される放射素子を含む、遠位端アプリケータの概略側面図である。
【図１４】プラズマが生体組織内へエネルギーを送達するために使用される、電気手術器
具の遠位端アセンブリの概略側面図である。
【図１５】複数のグラフェンケーブルから形成される遠位端アセンブリの概略側面図であ
る。
【図１６】熱電冷却装置を組み込む電気手術器具の遠位端アセンブリの概略図である。
【図１７】本発明と共に使用可能な遠位に載置したアセンブリの概略側面図である。
【図１８】本発明と共に使用可能な別の遠位に載置したアセンブリの概略側面図である。
【図１９】本発明と共に使用可能な搬送スリーブの概略図である。
【図２０】本発明と共に使用可能な別の搬送スリーブの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　図１は、電気手術器具の遠位端に電磁エネルギー（例えば、マイクロ波エネルギー）を
供給することが可能な完全な電気手術システム１００の概略図である。システム１００は
、エネルギー（マイクロ波エネルギー、熱エネルギー（例えば赤外線）または電気エネル
ギー（例えば直流電流）のうちの任意の１つ以上であり得る）を制御可能に供給するジェ
ネレーター１０２を備える。一例にて、ジェネレーター１０２は国際特許出願第ＷＯ２０
１２／０７６８４４号に記載されている形状を取り得、それはマイクロ波エネルギーを供
給するように配置される。器具に伝達される適切な信号を測定するために、電気手術器具
から返された反射信号（すなわち反射電力）を監視するように、ジェネレーター１０２を
配置し得る。
【００３６】
　ジェネレーター１０２は、インターフェイスケーブル１０４によってインターフェイス
ジョイント１０６に接続される。インターフェイスジョイント１０６は、例えば後述する
ように液体またはガス（例えば空気）を使用して拡張可能なアプリケータを膨らませるた
めの注射器などの流体送達装置１０８から流体供給１０７を受け取るためにも接続され得
る。必要であれば、インターフェイスジョイント１０６は、トリガー１１０を摺動させる
ことによって操作可能である器具制御機構を収容して、例えば１つ以上の制御ワイヤまた
はプッシュロッド（図示せず）の長手方向の動き（前後）を制御できる。複数の制御ワイ
ヤがある場合、完全な制御を提供するためにインターフェイスジョイント上に複数の摺動
トリガーがあってもよい。インターフェイスジョイント１０６の機能は、ジェネレーター
１０２、流体送達装置１０８及び器具制御機構からの入力を、インターフェイスジョイン
ト１０６の遠位端から延在する単一の可撓軸１１２内に結合することである。
【００３７】
　可撓軸１１２は外科用スコープ装置１１４（例えば、内視鏡、胃内視鏡、腹腔鏡など）
の機器（作業）チャネルの全長を通して挿入可能である。本明細書で企図される十二指腸
の治療において、胃内視鏡が好ましい場合がある。
【００３８】
　外科用スコープ装置１１４は、そこから器具コード１２０が延在する多くの入力ポート
及び出力ポートを有する本体１１６を備える。器具コード１２０は複数の管腔を取り囲む
外側ジャケットを備える。複数の管腔は、本体１１６から器具コード１２０の遠位端まで
様々なものを運搬する。複数の管腔のうちの１つは上述の器具チャネルである。他の管腔
は、例えば遠位端に照明を提供するまたは遠位端から画像を収集するために、光放射を伝
送するチャネルを含んでもよい。本体１１６は遠位端を見るための接眼部１２２を含んで
よい。遠位端に照明を提供するために、光源１２４（例えばＬＥＤなど）は照明入力ポー
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ト１２６によって本体１１６と接続し得る。
【００３９】
　可撓軸１１２は、外科用スコープ装置１１４の器具チャネルを通って、その遠位端で（
例えば、患者内部に）突出するように成形した、遠位アセンブリ１１８（図１で縮尺どお
りには示されていない）を有する。遠位端アセンブリは、ジェネレーター１０２からのエ
ネルギーを生体組織内に送達するための手段を含む。
【００４０】
　遠位アセンブリ１１８の構造は、器具チャネルを通過するのに適している最大外径を有
するように配置され得る。通常、胃内視鏡の器具チャネルの直径は、４．０ｍｍ未満（例
えば２．８ｍｍ、３．２ｍｍ、３．７ｍｍ、３．８ｍｍのうちの任意の１つ）である。可
撓軸の長さは１．２ｍ以上（例えば２ｍ以上）であり得る。他の例にて、遠位アセンブリ
１１８は、器具チャネルを通過して軸が挿入された後（そして器具コードが患者内に導入
される前）、可撓軸１１２の遠位端に載置され得る。あるいは可撓軸１１２は、その近位
接続をする前に、遠位端から器具チャネルに挿入されることができる。これらの配置で、
遠位端アセンブリ１１８は、外科用スコープ装置１１４の器具チャネルより大きい寸法を
有するのが可能になる。
【００４１】
　ジェネレーター１０２からのエネルギーがマイクロ波エネルギーである場合、本体１１
６は可撓軸に接続するための電源入力ポート１２８を含み、それは、ジェネレーター１０
２からのマイクロ波エネルギーを遠位アセンブリ１１８へ伝送するのが可能な同軸ケーブ
ル（例えば従来の同軸ケーブル）を備える。
【００４２】
　少なくとも器具コード１２０の遠位端の位置を制御することが望ましい場合がある。本
体１１６は、器具コード１２０を通って延在する１つ以上の制御ワイヤ（図示せず）によ
って器具コード１２０の遠位端に機械的に連結する、制御アクチュエータ１３０を含んで
もよい。制御ワイヤは、器具チャネル内またはそれ自身の専用チャネル内を移動し得る。
制御アクチュエータ１３０は、レバーもしくは回転ノブ、または他の任意の周知のカテー
テル操作装置でもよい。器具コード１２０の操作は、例えばコンピュータ断層撮影（ＣＴ
）画像から組み立てたバーチャル３次元マップを使用する、ソフトウェア支援によっても
よい。
【００４３】
　以下の説明で、多くの異なる構成が上述の遠位アセンブリ１１８に関して記載されてい
る。本明細書で遠位アセンブリ１１８は、遠位端アセンブリまたはアプリケータと呼ばれ
てもよい。その機能は、生体組織内にエネルギー（例えばマイクロ波エネルギー、熱エネ
ルギーなど）を送達することである。
【００４４】
　後述する例は、マイクロ波エネルギーを送達するように配置されるアプリケータと、熱
エネルギー（例えば赤外線）を送達するまたは生体組織の他の熱的効果を励起するように
配置されるアプリケータと、に分けることができる。マイクロ波エネルギーを利用するア
プリケータ構造に関する議論から開始し、それは図２～図１４に記載されている。
【００４５】
　図２～図７は、器具チャネルの遠位端で膨張型バルーンを利用する多くのアプリケータ
構造を示す。図２Ａに示すように、この種類のアプリケータ構造２００は、スコープ装置
の器具チャネル内に置かれるスリーブ２０２を有し得、それは、それを通してアプリケー
タの種々の要素が運ばれる管腔２０４を画定する。図２Ａ（及び次の図面）は、スリーブ
２０２の短い遠位区域だけを示す。スリーブ２０２は器具チャネルの全長で延在し得るこ
とが理解できる。図２Ａに示す例で、管腔２０４は同軸ケーブル２０６及び膨張管２０８
を運ぶ。膨張管は、同軸ケーブル２０６内に組み込まれ得る（例えば、同軸ケーブル２０
６の内部導体の中心を通過する中空路として）。膨張チャネル２０８の近位端は、流体（
液体またはガス）供給に接続している。
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【００４６】
　可撓性バルーン構造は、同軸ケーブル２０６の遠位端上に載置される。可撓性バルーン
構造は、同軸ケーブル２０６の遠位端の囲まれた容積を画定する、変形可能な（例えば弾
性）スキン２１０を備える。同軸ケーブルの内部導体２１２は、スキン２１０によって画
定される容積内に延在する。膨張チャネル２０８は、囲まれた容積に流体連通を提供する
、その遠位端の開孔を有する。流体は、バルーンを拡張する（膨らませる）またはそれを
格納する（縮小する）ために、膨張チャネル２０８を通して送達され得る。アプリケータ
２００は、同軸ケーブル２０８及びバルーンがスリーブ２０２に対して移動可能であるよ
うに配置し得る。例えばスリーブ２０２は、同軸ケーブルに対して伸縮自在で、バルーン
を露出させ得る。
【００４７】
　図２Ｂは拡張形状のアプリケータ２００を示し、スリーブ２０２はバルーンを露出させ
るために同軸ケーブル２０６に対して近位に移動する。膨張媒質は膨張チャネル２０８を
通して供給されて、バルーンを拡張させる。この例で、同軸ケーブル２０６はマイクロ波
エネルギーを伝送するように配置される。同軸ケーブルの遠位端の内部導体２１２の露出
部は、単極アンテナとして作用する。膨張媒質２１４は、バルーン２１０のスキンにマイ
クロ波エネルギーの効果的な移動を促進にするように配置される低損失材料でもよい。
【００４８】
　使用中、アプリケータ２００は、図２Ａに示す格納位置のとき、ＧＩ管（例えば十二指
腸）内に配置され得る。適切な位置にあると、アプリケータ２００は図２Ｂに示す拡張構
成に変え得る。拡張構成へ移動する際、バルーンは、ＧＩ管の壁と接触するために径方向
に外向きに延在し得る。良好な接触がバルーンと生体組織の間に形成されるように、スキ
ン２１０は伸び得る。このように、アプリケータ２００は、バルーン円周の周辺にマイク
ロ波エネルギーの均一用量を送達して、その周囲の生体組織を切除する、またはその表面
を直すことができる。
【００４９】
　低損失材料２１４は、空気、または低密度ＰＴＦＥ、または泡状物質でもよい。低損失
材料を提供することは、膨張媒質２１４内へのマイクロ波エネルギーの喪失によって膨張
媒質の不必要な加熱が生じないことを確実にする。
【００５０】
　膨張可能バルーンは任意の形状になり得る。選択される形状は所望の治療の種類に依存
し得る。例えば、ＧＩ管の一部に沿った周囲の治療が要求される場合、バルーンは細長い
円筒形状を有し得る。他の実施形態にて、バルーンは、治療の長手方向の長さを制限する
ために短くてもよい（例えば球状）。
【００５１】
　図３は、膨張可能バルーンを組み込む別のアプリケータ２５０の概略図及び部分断面図
である。図２Ａ及び図２Ｂに示される装置と共通した特徴は同じ参照番号が付与され、再
度説明しない。スリーブ及び膨張チャネルは見やすさを考えて省略した。アプリケータ２
５０は「溝付き」ラジエータとして構成される。複数の導電要素２５２はバルーンスキン
２１０上に作成される。例えば導電要素２５２は、バルーンの外側の金属被覆領域または
断片でもよい。導電要素２５２は、同軸ケーブル２０６の外部導体に電気的に接続し得る
。導電要素２５２は、マイクロ波エネルギーの供給を制限するのに役立つ。図３に示す実
施形態で、マイクロ波エネルギーは導電要素２５２の間の間隙（溝）から送達される。こ
のように治療の所望のパターンは、導電要素２５２の形状及び位置を適切に構成すること
によって得ることができる。例えばバルーンの片側は、マイクロ波エネルギーからＧＩ管
側面を遮蔽するために金属被覆され得る。金属被覆した部分は、それが膨張する際バルー
ンと共に拡張することができる。例えば導電要素２５２は、金属被覆した可撓性ポリマー
層から形成されてよい。
【００５２】
　本明細書にて開示したバルーン型アプリケータ構造のいずれかで、膨張可能バルーンの
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形状及び構成は、同軸ケーブル２０６から生体組織内へのマイクロ波エネルギーの効果的
な結合を補助するインピーダンス変成器として機能するように配置され得る。
【００５３】
　整合した状態で、インピーダンスは以下の関係を満たす。
【００５４】
【数１】

【００５５】
　式中、Ｚｔは組織インピーダンスであり、Ｚ０は同軸ケーブルの特性インピーダンスで
あり、Ｚａはアプリケータのインピーダンスである。図３に示すアプリケータ構造に関し
て、Ｚａは以下として表される。
【００５６】

【数２】

【００５７】
　式中、εｒはバルーンの材料の比誘電率であり、Ｄ１は内部導体の外径であり、Ｄ２は
バルーン表面上に載置された導電要素の内側表面の直径空隙である。したがって、バルー
ン形状及びバルーンを膨らませる材料の適切な選択によって、アプリケータ構造２５０は
生体組織内にマイクロ波エネルギーを効率的に送達するように配置されることができる。
【００５８】
　図４は、本発明で使用できる別のアプリケータ２６０の概略図及び部分断面図である。
更に上述のアプリケータと共通する特徴には同じ参照番号が付与され、再説明しない。ス
リーブ及び膨張チャネルは見やすさを考えて図４でも省略した。
【００５９】
　図４のアプリケータ２６０は、導電構造２６２がバルーンスキン２１０の表面に提供さ
れるという点で、図３に示すものと類似の構造を有する。しかし、この実施形態では、同
軸ケーブル２０６の内部導体２１２は、エネルギーをバルーンスキン２１０により画定し
た容積内に放出しない。その代わりに、導電性コネクタ（この例でワイヤループ２６４）
は、同軸ケーブル２０６の遠位端を越えて伸びて、内部導体を同軸ケーブル２０６の遠位
端に接続し、それにより、同軸ケーブル２０６の外部導体に接続する近位端を有する。こ
れは短絡状態を作成する。溝２６６は、短絡状態の結果として発生した電界最大値に対応
する位置で、導電構造２６２に提供される。したがって最初の溝は、ワイヤループ２６４
と外部導電構造２６２の間の接続点から波長の１／４で離間配置される。次の溝２６６は
半分の波長で隔置される。この場合、波長は膨張媒質の誘電特性に依存する。したがって
、膨張媒質及び溝の基部の適切な選択によって、図４に示す構造はマイクロ波エネルギー
を効率的に放射できる。
【００６０】
　図５は、本発明の別の実施形態で使用できるアプリケータ２８０の概略側面図を示す。
上述のとおり、これまでの例と共通の特徴には同じ参照番号が付与され、再説明しない。
アプリケータ２８０は図３に示す例と類似している。同軸ケーブル２０６の内部導体２１
２は、膨張可能なスキン２１０により形成される膨張可能バルーン内に突出する。バルー
ンを膨らませるための膨張チャネルは見やすさを考えて省略する。
【００６１】
　この例で、折り畳み構成を有する導電構造２８２は膨張可能なスキン２１０の外側表面
に形成される、またはその上に載置される。導電構造２８２は、バルーンの周囲に巻かれ
た２セットの導電バンドを備える。各セットは長手方向に隔置した複数の平行バンドを備
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える。第１セットのバンドは十字に交差した第２セットのバンド上にある。バンドの幅は
選択され、その結果バルーンを膨らませる際、間隙２８４はバンドが交差する接合部に隣
接して現れる。前記例で間隙２８４はひし形の形状を有する。拡張可能なスキン２１０は
間隙で露出し、それは、それを通してマイクロ波エネルギーが送達できる放射孔を示す。
器具チャネルを通った引き抜きまたはスリーブ（図示せず）内への後退を補助するために
収縮した（引き戻された）構成のとき、バンドの十字交差の性質は十分な可撓性をバルー
ンに提供する。
【００６２】
　図５に示す例で、導電性材料２８２のバンドは同軸給電ケーブル２０６の外部導体に接
続し得る。リーキーフィーダー型エネルギー送達構造として作動する図５に示す構造のた
めに、導電性バンドの幅はマイクロ波エネルギーの波長の半分に設定され得るが、一方で
間隙２８４は波長の１／８以下の最大寸法を有し得る。上述のように、マイクロ波エネル
ギーの波長は膨張性スキン２１０内に含有される膨張媒質に依存する。したがって、膨ら
むとき、バルーン表面に現れる導電性バンド及び間隙のサイズに関連して膨張媒質を選択
することによって、図５で示す構造はリーキーフィーダーとして作動するように作成でき
る。
【００６３】
　図６は、本発明の実施形態による電気手術器具で使用できる別のアプリケータ２９０の
概略側面図を示す。上述のとおり、これまでの実施形態と共通の特徴には同じ参照番号が
付与され、再説明しない。スリーブ及び膨張チャネルは見やすさを考えて省略した。
【００６４】
　図６に示すアプリケータ２９０は、膨張性スキン２１０の外側表面上に形成された一連
の十字に交差した円周バンドを含むという点で図５のアプリケータ２８０と類似している
。しかし、この実施形態では、同軸ケーブル２０６の内部導体２１２はマイクロ波エネル
ギーをバルーンの内部容積に放出するように配置されない。その代わりに、十字に交差し
たバンドは、その上に形成される細い導電性細片を有する誘電（絶縁）材料２９２の細片
から形成される。十字に交差した細片は、バルーン周囲の一方向に巻かれた上面細片と、
反対方向へ巻かれた底面細片と、を備える。これらのバンドのそれぞれ上の導電性細片は
、同軸ケーブル２０６の異なる導体に接続している。したがって示される実施例にて、上
面バンド上の導電性細片２９４は内部導体に接続し、底面バンド上の導電性細片２９６は
外部導体に接続している。この構成で、放射状マイクロストリップ型構造は、最上層が最
下層を通過する接合部で形成される。したがってこれらの接合部は、マイクロ波エネルギ
ーを周囲の組織内に放射できる。
【００６５】
　図７は、本発明の別の実施形態による電気手術器具で使用できるアプリケータ３００の
概略部分断面図を示す。上述のとおり、これまでの例と共通の特徴には同じ参照番号が付
与され、再説明しない。スリーブ及び膨張チャネルは見やすさを考えて省略した。この例
で同軸ケーブル２０６の内部導体２１２は、膨張性容積３０３を画定する拡張可能な内側
表面３０４上の導電性被覆に接続している。内側表面３０３は、誘電体材料層３０２によ
って外側表面３０５から分離される。外側層３０５は、その上に形成される１つ以上の導
電要素３０６を有し得る。これらの導電要素３０６は、放射状アンテナ（例えば放射状パ
ッチなど）として作用するために特定の寸法にされ得る。
【００６６】
　誘電体材料層３０２はそれ自体上述した膨張性スキン２０１でもよく、すなわち内側表
面３０４及び外側表面３０５は単に拡張可能な材料の同じ部分の反対面にある。しかし、
別の実施形態では、内側表面３０４及び外側表面３０５は、間に挟んだ導電体３０２を有
する材料の別個の層に提供され得る。この例で前記構造は、バルーン内のバルーンに似て
いる可能性がある（すなわち、表面３０５によって形成される外側バルーン内に入れ子に
なった表面３０４によって形成される膨張可能バルーン）。誘電体材料３０２は流体でも
よい。それは一定の容積を有し得る、または例えば内側導電性表面３０４と外側導電要素
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３０６の間の距離を制御するために、それは別々に膨張可能でもよい。
【００６７】
　上述した例はすべて、膨張型バルーンがエネルギー送達構造の一部として使用されるア
プリケータに関する。しかし本発明は、膨張可能バルーンの使用に限定する必要はない。
マイクロ波エネルギーを送達するための代わりの構造は、ここで図８～図１３に関連して
述べられる。
【００６８】
　図８Ａ及び図８Ｂは、本発明の実施形態の電気手術器具の使用に適しているアプリケー
タ３２０による概略部分断面図を示す。膨張可能バルーンを使用する代わりに、アプリケ
ータ３２０は、外科用スコープ装置の器具チャネル内に載置されるスリーブ２０２から延
在して、格納されることができる回転可能な放射回転盤３２４を有する。図８Ａは、放射
回転盤がスリーブ２０２内にある格納した構成のアプリケータ３２０を示す。図８Ｂは、
放射回転盤３２４がスリーブ２０２の外にあって、生体組織に隣接して接触できる延出し
た配置のアプリケータ３２０を示す。放射回転盤３２４は、スリーブ２０２内に摺動自在
なハウジング３２２に回転可能に載置される。ハウジング３２２は、そこから放射回転盤
３２４が突出するその末端に開孔３２３を有する。この例で開孔３２３はハウジング３２
２の遠位端の一方にある。しかし、それは他の位置にあることができる。
【００６９】
　放射回転盤３２４は任意の好適な形状を有してもよい。それは球体、円筒または他の回
転対称なものでもよい。放射回転盤３２４の回転軸はエネルギー伝送構造の一部でもよい
。例えば回転軸は、ハウジング３２２を通って運搬される同軸ケーブル２０６の内部導体
２１２に接続されてよい。あるいは別個の軸はハウジング３２２に載置され得、同軸ケー
ブルに連結した異なる手段が使用できる。
【００７０】
　図８Ｃは一例の放射回転盤用の適切な構造を概略的に示す。図８Ｃは適切な放射回転盤
構造３２４の概略側面図及び正面図を示す。この例で回転盤構造は、ハブがハウジング３
２２に対して回転できるように、軸を受けるための孔３２８を有する内側ハブ３２６を有
するシリンダまたはディスクを有する。ハブ３２６の外側表面はその上に形成される導電
性材料３３０の層を有し、それは回転盤の片面または両面上の導電リング３３０として露
出する。同軸ケーブル２０６の内部導体２１２は、導電リング３３０に接触するように成
形される。回転盤３２４が回転する際、回転盤が同軸ケーブルに対して回転する場合でも
リング３３０と内部導体の間の接点は残る。誘電材料３３２の環状部分は導電リング３３
０の上部に提供される。誘電環状部分３２２の外側表面に複数の導電性パッチ３３４があ
り、それは接地され得る。パッチ３３４が同軸ケーブルにより送達されるマイクロ波エネ
ルギーを放散するように、誘電体層３３２の厚み及びパッチ３３４の寸法は選択される。
【００７１】
　マイクロ波エネルギーが同軸ケーブルにより供給されると共に、図８Ａ、図８Ｂ及び図
８Ｃに示す装置は、スリーブ２０２に対してハウジング３３２の長手方向の移動を生じさ
せることによってＧＩ管生体組織の長手方向片を切除するのに好適であり得る。他の例で
は、例えば組織の周囲片の治療を可能にするために、放射回転盤の回転軸は異なることが
できる。
【００７２】
　図９Ａ及び図９Ｂは、本発明の実施形態の電気手術器具で使用できるアプリケータ３５
０の概略側面図を示す。この例でアプリケータは、外科用スコープ装置の器具チャネル（
またはスリーブ２０２）を通過して長手方向に移動できるパドル構造を含む。器具チャネ
ルまたはスリーブ２０２内に適合できる輪郭を有する平坦な配置（図９Ａに示す）と、器
具コードの遠位端周囲の生体組織と接触できる径方向に延出した配置（図９Ｂに示す）と
、の間にパドルは径方向に移動可能であり得る。
【００７３】
　図９Ｂに示すようにアプリケータ３５０はパドル３５２を備え、それは、その上へ放射
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構造３５４を載置したまたは作成した剛性誘電体材料の細片であることができる。放射構
造３５４は、誘電体材料によって分離される一対の平行の導電性細片を有する双極構造で
もよい。導電性細片は、スリーブ２０２内で載置した同軸ケーブル２０６の内部及び外部
導体に、適切な導電配線（図示せず）によって電気的に接続され得る。平坦配置と径方向
に延出した配置の間にパドル３５２を移動するために、パンタグラフ型ヒンジ機構３５６
が同軸ケーブルとパドル３５２の間に提供される。パンタグラフ構造は一対の協働ヒンジ
要素から形成され得る（それは、適切な剛性材料（例えばステンレス鋼）から形成したリ
ビングヒンジであり得る）。前記構造は、スリーブを通って延在する引き棒３５８によっ
て操作できる。
【００７４】
　図１０Ａ及び図１０Ｂは、図９Ａ及び図９Ｂに示すものと同じ形状で動作するアプリケ
ータ構造３６０を示す。この２つの例で共通の特徴には同じ参照符号が与えられており、
その説明は繰り返さない。図１０Ａ及び図１０Ｂで、図１０Ｂで示す装置の正面図に示す
ように、互いに角度９０度で離間する方向に径方向に延在するように配置される４つのパ
ドルがある。平坦構成のときのアプリケータ３６０の形状を図１０Ａ及び図１０Ｂに点線
３６２で示す。
【００７５】
　上述のパドルの例は、例えばパドル３５２上に載置され、固定した放射構造３５４を有
する、膨張可能バルーンを含むように構成され得る。追加の圧力を治療領域に加えるのを
可能にするために、バルーンの膨張は径方向への移動機構とは独立して制御され得る。
【００７６】
　図１１、図１２及び図１３は、可撓性基板上に作成される１つ以上の放射素子からマイ
クロ波エネルギーが送達されるアプリケータ構造に関する。放射素子は例えばパッチアン
テナでもよい。一例で可撓性基板は誘電層を表し、それは、片側の同軸ケーブルの内部導
体と、反対側上に形成される１つ以上の導電性パッチ（それは接地される、または電気的
に浮いている）と接続する導電層（例えば金属被覆層から形成される）を有する。導電性
パッチは、可撓性基板上に形成される（基板表面上のまたはその下方の接続配線と共に）
別個の金属被覆部分でもよい。導電性材料のパッチの寸法は、それが同軸ケーブルにより
送達されるマイクロ波エネルギーを放散するように選択される。
【００７７】
　可撓性基板は、外科用スコープ装置の器具チャネルによる挿入に好適な格納配置と、Ｇ
Ｉ管壁を形成する生体組織内にマイクロ波エネルギーを送達するのに好適な展開配置との
間に移動可能であり得る。
【００７８】
　図１１は、可撓性基板を使用するアプリケータ構造３８０の一例を示す。アプリケータ
構造は、外科用スコープ装置（例えば胃内視鏡）の器具チャネル内の長手方向に摺動可能
に載置されるカテーテル３８２を備える。カテーテル３８２は、器具チャネルを通って延
在するスリーブ２０２に摺動可能に載置されてよい、または単独で器具チャネルに載置さ
れてよい。マイクロ波エネルギーを伝送する同軸ケーブル２０６は、カテーテルの長さに
沿って延在する。同軸ケーブルの遠位端は可撓性誘電体材料シート３８４（例えば、Ｒｏ
ｇｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製Ｒｆｌｅｘ（登録商標））で終端する。長手方向溝
３８５はカテーテル３８２の側面に形成される。溝がカテーテル３８２の外側に露出する
ように、可撓性誘電体シート３８４がそれを通して通過できるように、溝は特定の寸法に
される。可撓性誘電体シート３８４は、カテーテル３８２内で含まれるコイル状構成と、
溝３８５を通過してカテーテル３８２の円周の一部または全体の周囲に位置する展開（ま
たは広げた）構成との間のカテーテル軸周囲を回転可能であり得る。
【００７９】
　可撓性誘電体シート３８４は曲がった形状に予め成形されてもよく、その結果、広げた
構成のとき、それはカテーテル３８２の本体周囲に優先的に巻きつく。
【００８０】



(17) JP 2019-518496 A 2019.7.4

10

20

30

40

50

　可撓性誘電体シート３８４の１つの表面は、その上の規則的間隔の配列で形成した複数
の導電性パッチ３８６を有する。前記パッチは誘電体表面の金属被覆領域でもよい。可撓
性誘電体シート３８４の反対側（図１１に示されない）で、導電性材料の完全な層（例え
ば金属被覆）は導電要素３０６の配列の後ろに形成される。完全な導電層は同軸ケーブル
２０６の内部導体に電気的に接続する。導電性パッチ３８６は、同軸ケーブルにより送達
されるマイクロ波エネルギーの放射素子として機能するために特定の寸法にされる。放射
素子は、格納していない構成のとき、可撓性誘電体シート３８４の外向きに面する表面に
配置される。
【００８１】
　図１２Ａは、可撓性基板３８４の異なる展開メカニズムを有するアプリケータ４００の
概略図を示す。この例で可撓性基板３８４は同軸ケーブルの遠位端に取り付けられる。ス
リーブ４０２は同軸ケーブル２０６周囲に載置される。可撓性基板３８４がスリーブ４０
２の遠位口４０６を通過するように、スリーブ４０２及び同軸ケーブル２０６は互いに対
して摺動可能である。可撓性シート３８４は、図１２Ｃで示す可撓性シートに巻いた構成
を取らせる方法で口４０６と係合する近位に向く湾曲面４０４を有する。巻いた部分の直
径は、可撓性シートがどのくらいスリーブ４０２内に位置するかに依存し得る。
【００８２】
　図１２Ｂは可撓性シート３０４の代替形状を示す。この例で可撓性シートは、長手方向
に延在する１つの平坦端と、図１２Ｃで示す可撓性シートに巻いた構成を取らせるスリー
ブ４０２の口４０６と係合するように配置される近位に向く１つの曲線縁４０８と、を有
する。
【００８３】
　上述の可撓性アプリケータに関して、例えば特定の位置（例えば治療する組織に対向す
る）をとらせるために、可撓性シートの形状または配置を制御する手段を含むことも望ま
しい場合がある。したがってこのアプリケータはシート形状制御メカニズムを含み得る。
これは任意の好適な形状を取り得る。例えばそれは、可撓性シートを外側に付勢するのに
適している放射状コイルバネを備え得る。制御ロッドは、例えばスリーブを通過して挿入
する間、バネが引き戻されるのを可能にするために提供され得る。別の例でシート形状制
御メカニズムは、例えば可撓性シートの後面に適用される１つ以上のバイメタル要素を含
んでよい。第３の例でシート形状制御メカニズムは、膨張する際に広がるのに適している
コイル状バルーンを含んでよい。可撓性シートは、それがバルーン膨張の際に必要な位置
をとるように、バルーンに固着され得る。
【００８４】
　上述の例で放射素子は、可撓性誘電体材料のシート表面上の配列に作成された。他の例
で可撓性基板材料は、そこに沿って形成した一連の放射素子を有する１つ以上の細片とし
て提供され得る。図１３Ａはこの着想の概略図を示す。図１３Ａに、可撓性誘電体材料に
より形成された３つの細片４１０がある。各細片はその裏面（図示せず）上に形成される
一連の導電性材料を有し、それは適切なワイヤまたは配線４１４によって同軸ケーブル２
０６の内部導体に接続している。各細片４１０の前面に、一連の導電性パッチ４１２は形
成される。導電性パッチ４１２は、上述のものと類似のやり方で放射素子として機能する
ように構成される。
【００８５】
　本発明による電気手術器具での使用に適するアプリケータ構造にて、このような可撓性
細片のうちの１つ以上を後述するように使用し得る。
【００８６】
　図１３Ｂは、本発明の実施形態の電気手術器具での使用に適しているアプリケータ構造
４２０を示す。アプリケータ構造４２０は、図１３Ａに関連して上述したように可撓性基
板片４１０を利用する。この例でアプリケータ構造は、外科用スコープ装置の器具チャネ
ル内に摺動可能に載置される細長いプローブハウジング４２２を備える。プローブハウジ
ング４２２は、それが位置に挿入されるとき損傷が生じるのを防ぐために、丸い遠位先端
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を有する。プローブハウジング４２２は器具チャネル内に存在するスリーブ２０２に載置
されて、それに対して摺動可能であり得る、またはそれは任意の周囲の支持なしに器具チ
ャネルに直接挿入され得る。
【００８７】
　図１３Ｂに示す例で複数の長手方向溝４２４は、プローブハウジング４２２の遠位部に
形成される。その上に形成される複数の放射素子４１２を有する可撓性細片４１０が貫通
してそこから径方向に突出できるように、長手方向溝４２４はサイズ設定される。
【００８８】
　可撓性細片４１０は、プローブハウジング４２２の本体内に位置する平坦な構成と、例
えば生体組織に接触してマイクロ波エネルギーをそれに送達するためにそれらが長手方向
溝４２４の外側に突出する展開した構成（図１３Ｂに示す）との間に移動可能である。こ
れらの２つの位置の間に移動するために、可撓性細片４１０は、プローブハウジング内に
取り付け可能な摺動可能制御ロッドにその近位端で取り付けられる。一例で摺動可能な制
御ロッドは、放射構造にマイクロ波エネルギーを供給した同軸ケーブル２０６である。
【００８９】
　図１３Ｃは、本発明の実施形態の電気手術器具での使用に適しているアプリケータ構造
４３０の概略側面図を示す。アプリケータ構造４３０は、装置の長手方向軸周囲の螺旋コ
イル構成に巻いた上述の可撓性細片４１０を使用する。放射素子（図１３Ｃに図示せず）
は、螺旋コイルから径方向外向きに面するように配置される。この例で可撓性基体に使用
される材料は、螺旋コイルが使用中にその形状を保持するのに十分な剛性を有するのを確
実にするように選択されてもよい。コイル構造は、外科用スコープ装置の器具チャネルを
通って延在するスリーブ２０２に摺動可能に載置され得る。一例でコイル構造の直径は、
例えばコイル構造の遠位端４３４とコイル構造の近位端４３６の間の距離を制御すること
によって可変であり得る。近位端４３６は、コイル構造が同軸ケーブル２０６の遠位端と
接続する（例えば、取り付けられる）ところでもよい。コイル構造の遠位端４３４は、近
位端４３６に対して摺動可能な制御ロッド４３２に取り付けてよい。コイル構造の両端を
近づくように動かすことで、コイルの回転に直径を増加させる場合がある。したがってコ
イル構造が展開した配置、すなわち器具チャネル及び／またはスリーブ２０２の外側にあ
るとき、制御ロッド４３２は治療する放射構造を、生体組織の近くにするために使用でき
る。
【００９０】
　図１３Ｄは、本発明の実施形態の電気手術器具で使用できるアプリケータ構造４４０を
示す。アプリケータ構造４４０は上述の可撓性細片４１０を使用する。この例で可撓性細
片４１０は、プローブハウジング４４２から延在しかつ引き戻されることができるループ
を形成する。プローブハウジング４４２は、上述した例と同様にして外科用スコープ装置
の器具チャネルに摺動可能に載置され得る。プローブハウジングは、ループの両端が通過
するその遠位面に一対の開孔を有し得る。可撓性細片４１０は、プローブハウジング４４
２内に載置される摺動可能な制御ロッドの操作によってこの開孔を通ってハウジング内に
引き入れられることができる。一例で制御ロッドは同軸ケーブル２０６であることができ
る。
【００９１】
　図１４は、本発明の実施形態の電気手術器具で使用できるアプリケータ４６０の概略側
面図を示す。この例でエネルギーは、器具の遠位端で衝突されることができるプラズマに
よって生体組織に送達される。前記アプリケータは、外科用スコープ装置の器具チャネル
内に摺動可能に載置されるプローブハウジング４４２（例えば単独でまたはガイドスリー
ブ２０２と共に）を備える。プローブハウジングは、同軸ケーブル２０６を運んでガス流
路４４５を形成する内部管腔を画定する。プローブハウジング４４２の近位端は、ガス（
例えばアルゴンなど）供給に接続している。プローブハウジング４４２の遠位端で、１つ
以上の溝４４４または開孔はガスが流出するのを可能にするために側壁に形成され得る。
同軸ケーブル２０６は、マイクロ波エネルギーをプローブハウジング４４２の遠位部に伝
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送するように配置される。同軸ケーブルの外部導体は、１つ以上のコネクタ４４６によっ
てプローブハウジング４４２に電気的に接続している。同軸ケーブルの内部導体２１２は
外部導体の遠位端を越えて突出し、プローブハウジング４４２の遠位端に電気的に接続し
ている。この配置によって、プローブハウジング４４２内で電界を設定する短絡状態が生
じる。プラズマがガス流路４４５に沿って供給されるガスと衝突することができるように
、溝４４４は予想される電界最大値に位置する。
【００９２】
　上述のアプリケータ構造は組織内マイクロ波エネルギーを送達する方法に関する。図１
５及び図１６は異なる形態のエネルギーを使用できるアプリケータ構造を示す。
【００９３】
　図１５は本発明と共に使用するのに適しているアプリケータ５００の概略側面図である
。アプリケータ５００はグラフェンケーブルの束５０２を備える。ケーブル束５０２は、
外科用スコープ装置の器具チャネルを通過するのに好適な長さを有し得る。例えばそれは
長さ２メートル以上でもよい。グラフェンケーブルが非常に効率的に熱エネルギーを伝動
することは周知である。したがってケーブル束５０２の近位端は熱源（図示せず）と熱的
連通関係にある。熱源からの熱エネルギーはごくわずかな損失で器具チャネルを通過して
ケーブル束によって伝送でき、それによって不必要な腔内加熱の危険性を制限するまたは
最小限度に抑える。
【００９４】
　ケーブル束５０２の遠位端で、個々のグラフェンケーブル５０４は、生体組織内にケー
ブル５０２通って移送する熱を方向づけるために操作されることができるブラシ構造内に
分離される。
【００９５】
　図１６は本発明で使用できるアプリケータ構造５１０の概略側面図を示す。アプリケー
タ５１０は熱電冷却効果を利用して、遠位先端の両側に熱を移して生体組織の冷却及び／
または加熱効果を誘導する。アプリケータ５１０は、外科用スコープ装置の器具チャネル
内に摺動可能に載置されるプローブ５１２を備える。プローブ５１２は器具チャネルに直
接載置されてよい、または適したスリーブ２０２内に保持され得る。プローブ５１２は、
プローブが位置内に移動するとき組織の損傷を防ぐために丸い遠位先端５１４を有する。
熱電装置５１６はプローブ５１２の遠位部に載置される。熱電装置５１６は、プローブ５
１２の両側に配置される一対の熱伝導プレート５１８、５２０を有する。熱伝導プレート
５１８、５２０は、ペルチェ効果を使用してその電流の印加の際にプレート５１８、５２
０の間に熱流を作成するのに適している半導体構造によって分離される。電流は、ケーブ
ル５２２を介して装置の近位端で適切なＤＣ電源から提供される。
【００９６】
　内視鏡の器具チャネルによる挿入に適しているサイズで既に述べたようなアプリケータ
構造を製造し得ると共に、場合によっては、アプリケータ構造はより大きいことが望まし
い場合がある。実際にいくつかの構造のレイアップ構造、複雑さ及びそれに伴う大きさを
考慮すると、その近位端から一般的なＧＩ可撓性ビデオ内視鏡の器具チャネルを通ってそ
れらを供給することは可能でない場合がある。本明細書の開示は、このようなアプリケー
タ構造の導入及び制御の多くの代替手段を想到する。このような構造の例は図１７～図２
０に関連して後述する。これらの着想が任意のＧＩ経口法または経直腸法の適用可能性を
見いだし得、そこで可撓性内視鏡及び視覚化が必要とされ、遠位アプリケータ構造は可撓
性ＧＩ内視鏡の器具（または操作）チャネルによる導入を防ぐためであることを理解すべ
きである。
【００９７】
　図１７及び図１８は、患者への挿入前に器具コードの遠位端で載置できるアプリケータ
（例えば上述のアプリケータのいずれか）用の搬送構造に関する。
【００９８】
　図１７は、外科用スコープ装置（例えば内視鏡または胃内視鏡）の器具コード６００の



(20) JP 2019-518496 A 2019.7.4

10

20

30

40

50

遠位端による概略断面図である。器具コードは、治療領域へ及びそこから光信号を伝送す
るための１つ以上の視覚化管腔６０２と、治療領域にプローブ６０６を運搬するための器
具チャネル６０４（また、本明細書では操作チャネルとも称す）と、を備える。
【００９９】
　図１７にて、アプリケータ６１２用の搬送部６０８は、器具コード６００の遠位端上に
またはその周囲に載置できる適合クリップ式アタッチメントという形態をとる。アプリケ
ータ６１２（本明細書で記載の遠位アプリケータアセンブリのしぼんだバルーン及び他の
任意のものでもよい）が入れ子になる凹部を形成するために前方へ突出するカップ部６１
０を、搬送部６０８は有する。カップ部は、導入の際、滑らかに外側にカーブした適合形
状を患者に示す。折り畳まれた／しぼんだアプリケータ６１２は、導入の間、良好な可視
性を確実にするために視覚化管腔（複数可）６０２を暗くするのを避けるような方法で、
カップ部６１０の内面に対して配置される及び／またはそれに留められることができる。
【０１００】
　カップ部６１０は、クリップ６１４によって器具コード６００の遠位端に固着する。器
具コード６００が患者内に挿入される前に、プローブ６０６は操作チャネル６０４により
挿入される。これは、遠位端から操作チャネル６０４に後退するプローブ６０６（それは
上述のようなマルチ管腔軸を備える）を入れることによって行ってよい。この後プローブ
の近位接続が行われ得、器具コード６００が患者内に導入される前に、搬送部６０８は器
具コード６００の遠位端に取り付けられる。提供される代替例で、アプリケータ６１２は
プローブ６０６の遠位端に取り付けてよい（例えば搬送部６０８を取り付けるのと同時に
）。
【０１０１】
　一旦治療部位でアプリケータ６１２は展開して、カップ部６１０のすぐ前の位置で使用
できる、またはカップ部を越えて後退でき、そこでカップ部は治療の遮蔽板として機能で
きる。
【０１０２】
　患者からの装置の回収は、器具コード６００及びｉｎ　ｓｉｔｕアプリケータ６１２の
両方を患者から同時に引き出す前に、格納構成または低容積構成（例えばバルーンをしぼ
ませることによって）内にアプリケータ６１２を切替えることによって実行される。
【０１０３】
　図１８は、外科用スコープ装置（例えば内視鏡または胃内視鏡）の器具コード６００の
遠位端による概略断面図である。図１７と共通の特徴には同じ参照番号が付けられ、再度
説明しない。
【０１０４】
　図１８で、搬送部６１６は器具コード６００の遠位端にまたはその周囲に提供され、そ
の結果、その最遠位端は器具コードの端と事実上ぴったり重なる。搬送部６１６は、アプ
リケータ６１２を保持するポケット６１８を画定するために器具コード６００の外側上に
載置した壁である。ポケット６１８は、器具コード６００周辺の全部またはその一部の周
囲に延在し得る。ポケットの外側形状は、導入を補助するために滑らか及び整合であり得
る。アプリケータ６１２はポケット６１６内に置かれて、近位接続のために操作チャネル
６０４を通って後退するように入れられるプローブ６０６に接続した。アプリケータの操
作及び回収は図１７に関する上述のものと同じである。
【０１０５】
　図１９は本発明と共に使用するのに適している搬送システム６５０の概略部分断面図で
ある。前記システムは、そこから延在する可撓性器具コード６５４を備える本体６５２を
有する外科用スコープ装置を備える。この例で搬送システム６５０は、同軸にまたは偏心
的に器具コードの全長上適合する可撓スリーブ６５６を提供する。
【０１０６】
　スリーブ６５６は、１つ以上の必要とされる供給物（例えば膨張媒質、同軸ケーブル、
制御ワイヤなど）を遠位アプリケータ６６０に運搬するためのカスタムメイドの外部導管



(21) JP 2019-518496 A 2019.7.4

10

20

30

40

50

を提供する。アプリケータ６６０を、図１７または図１８に関連して上述した搬送構造の
１つを使用するスリーブ６５６の遠位端に載置し得る。スリーブ６５６はアプリケータ６
６０の一体部分または別の要素でもよい。
【０１０７】
　使用中、しぼんだアプリケータ６６０を備えるスリーブ６５６（例えば搬送部内に載置
した）は、患者内への挿入前に、可撓性器具コード６５４上に最初に供給される。
【０１０８】
　この配置で、アプリケータの供給は器具コードの操作チャネル内にあるように制約され
ない。これによって、大幅に小さい直径の可撓性ビデオスコープと共に装置が使用される
ことを可能にし得る。例えばスリーブを、操作チャネルを有しないスコープ装置と共に使
用してもよい。あるいは操作チャネルを有するスコープ装置と共に使用する場合、操作チ
ャネルは別個の（追加の）器具の導入のために使用してよい。
【０１０９】
　図２０は本発明と共に使用するのに適している搬送システム６７０の概略部分断面図で
ある。図１９と共通の特徴には同じ参照番号が付けられ、再度説明されない。
【０１１０】
　この例で、アプリケータ６６０に供給物を運搬する搬送スリーブ６７２は、外科用スコ
ープ装置の器具コード６５４に固定される（例えば留められる）。搬送スリーブ６７２は
、理想的にはロープロファイルレイアウトの多腔型軸管を備え得る。それは、その長さに
沿って間隔をおいて複数のクリップ６７４によって器具コードに固着する。図１７及び図
１８に関連して上述したものと類似の搬送部（図示せず）は、搬送スリーブ６７２の遠位
端に載置され得、器具コード６５４の遠位端に留められ得る。
【０１１１】
　上述のように、導入の間、操作者の良好な可視性を確実にしつつ、搬送部及び搬送スリ
ーブ６７２は患者内に組み合わせた器具コード６５４及びアプリケータ６６０を導入する
ために小型な位置を提供し得る。ロープロファイル及び滑らかな適合した外側形状を提供
することによって、搬送アセンブリ及びクリップは、導入の間、患者への不快さを、確実
に、最小限度にできる。
【０１１２】
　図１９に示すシステムと同様に搬送システム６７０はスコープ操作チャネルを利用せず
、それは、より小さな直径のスコープ（操作チャネルなし）を使用できる、または操作チ
ャネルは異なる目的（例えば器具の分離）もしくは他の種類の供給（例えば流体）のため
に使用できることを意味する。
【０１１３】
　別の例で本発明の装置は、アプリケータを治療部位へ運ぶための患者内の挿入用の可撓
性イントロデューサーを備え得る。可撓性イントロデューサーは、別個の可撓性内視鏡に
対する要件を不要にし得る。可撓性イントロデューサーは、同軸ケーブルを囲むことがで
きるスリーブを備え得る。あるいは可撓性イントロデューサーは、アプリケータに付随す
る供給ラインが取り付けられることできる可撓性ロッドまたは針を備え得る。可撓性イン
トロデューサーは操作可能であり得、例えばその長さに沿って延在する１つ以上の制御ワ
イヤを有し得る。イントロデューサーは、アプリケータとは別にまたはそれと一体化して
形成され得る。
【０１１４】
　イントロデューサーは、光放射を治療部位に伝送するための内部光チャネルを含んでよ
い。例えばイントロデューサーまたはアプリケータは、装置の遠位端に載置したカメラを
含んでよい。光チャネルは、カメラからの照明信号及び画像信号を伝送するための光ファ
イバーを含んでよい。
【０１１５】
　アプリケータにカスタムメイドのイントロデューサーを提供することは、より大きな直
径の操作チャネルがアプリケータと付随する供給ラインを運搬するために提供されるのを
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可能にし得る。イントロデューサーは使い捨てまたは低容量リポーザブルであり得る。
【０１１６】
　装置は、治療領域の直接の視覚化を提供するスコープ装置と共に使用する必要はない。
例えば装置は、超音波スキャナまたは類似の種類の外部の視覚化手段と共に使用してもよ
い。このような例で使用する可撓性イントロデューサーまたはカニューレは、その近位及
び遠位領域のその長さに沿った目盛りを備え得る。遠位の標識は、走査画像の可視性を改
善するために放射線不透過性でもよい。したがって標識は治療の位置参照として使用でき
る。
【０１１７】
　参考文献
　［１］Ｃｈｅｒｒｉｎｇｔｏｎ，ｅｔ　ａｌ．１３ｔｈ　Ｗｏｒｌｄ　Ｃｏｎｇｒｅｓ
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【手続補正書】
【提出日】平成30年3月29日(2018.3.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　十二指腸の粘膜組織を切除するように構成される電気手術器具であって、前記器具が、
　患者に対して外部に位置するジェネレーターから前記患者の十二指腸内に位置する治療
部位にマイクロ波エネルギーを伝送するための可撓性同軸ケーブルと、
　前記可撓性同軸ケーブルの遠位端に位置するアプリケータであって、前記アプリケータ
が、前記同軸ケーブルから前記マイクロ波エネルギーを受け取って、前記治療部位の生体
組織内に受け取った前記マイクロ波エネルギーを送達するために接続されるエネルギー送
達構造を有する、前記アプリケータと、を備え、
　前記アプリケータが、前記治療領域の十二指腸の粘膜組織と接触した箇所内に前記エネ
ルギー送達構造を移動させるために配置した径方向に拡張可能なバルーンを含み、
　前記エネルギー送達構造が、
　前記バルーンによって囲まれる容積内に配置された内部導電要素であって、前記内部導
電要素が前記可撓性同軸ケーブルの内部導体に電気的に接続して、前記治療部位の前記生
体組織内に前記マイクロ波エネルギーを放出する前記内部導電要素と、
　前記バルーンの外側表面上に形成される外部導電構造であって、前記外部導電構造が前
記可撓性同軸ケーブルの外部導体に電気的に接続する、前記外部導電構造と、を備える、
前記電気手術器具。
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【請求項２】
　前記可撓性同軸ケーブルが、膨張媒質を前記バルーンによって囲まれる容積内に送達す
るように配置される膨張チャネルを含む、請求項１に記載の電気手術器具。
【請求項３】
　前記内部導電要素が、前記バルーンによって囲まれる前記容積内に突出して、前記マイ
クロ波エネルギーを前記治療部位の生体組織内に放出するための単極アンテナを形成する
、前記可撓性同軸ケーブルの内部導体の一部を備える、請求項２に記載の電気手術器具。
【請求項４】
　前記エネルギー送達構造が、前記外部導電構造と前記内部導電要素とによって形成され
る、双極波放出構造を備える、請求項１に記載の電気手術器具。
【請求項５】
　前記外部導電構造がその内部に形成した複数の放射用溝を有する、請求項４に記載の電
気手術器具。
【請求項６】
　前記内部導電要素が前記バルーンの遠位端で前記外部導電構造に電気的に接続する、請
求項４または５に記載の電気手術器具。
【請求項７】
　前記内部導電要素が前記バルーンの内側表面上に形成した導電層である、請求項４また
は５に記載の電気手術器具。
【請求項８】
　前記内部導電要素が、前記バルーンによって囲まれる前記容積内に位置する補助的な膨
張可能バルーンの外側表面上に形成される導電層である、請求項４または５に記載の電気
手術器具。
【請求項９】
　十二指腸の粘膜組織を切除するための電気手術装置であって、前記装置が、
　患者の十二指腸内に位置する治療部位に前記患者へ挿入するための器具コードを有する
外科用スコープ装置と、
　マイクロ波エネルギーを供給するためのジェネレーターと、
　先行請求項のいずれか一項に記載の電気手術器具と、を含み、
　前記可撓性同軸ケーブルがその近位端で前記ジェネレーターに接続され、
　前記可撓性同軸ケーブル及び前記アプリケータが前記治療部位に前記器具コードと共に
挿入可能である、前記電気手術装置。
【請求項１０】
　前記器具コードがそれを通して伸びる長手方向の器具チャネルを有し、前記可撓性同軸
ケーブル及び前記アプリケータが前記器具チャネルに摺動可能に載置されるように特定の
寸法にされる、請求項９に記載の電気手術装置。
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摘要(译)

用于对消化道进行热处理（例如，消融十二指肠粘膜组织）的电外科设
备和方法。 该装置包括具有挠性电缆的仪器和适用于胃镜的敷料器，该
敷料器在患者体内用于以靶向或其他可控制的方式输送能量。 可以位
于。 施加器可以通过辐射传递微波能量。 微波能量的直接和深度限制性
质使其比依靠热传导的治疗更有效。 施加器可包括径向可扩张部分，该
径向可扩张部分定位成在与十二指肠的粘膜组织接触的范围内在治疗区
域内移动微波能量输送结构。 施加器可包括气球，双极辐射器，可动桨
和可旋转的辊子元件中的任何一个。
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